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ＮＴＴグループ中期経営戦略の推進について

　ＮＴＴグループは、昨年１１月に「ＮＴＴグループ中期経営戦略」を発表し
ましたが、このたびその実現に向けた次世代ネットワーク構築のロードマッ
プ、ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開について取りまとめました。
　これにより、ＮＴＴグループは、お客さまが“より高速で快適”、“安心・安
全”、“いつでもどこでも何でもつながる”ブロードバンド・ユビキタスサービ
スを提供するネットワーク環境を実現し、多彩なアプリケーションサービス
を“簡単・便利”にご利用いただけるようにすることにより、個人やコミュニテ
ィにとっての豊かなコミュニケーション環境の創造、企業活動の効率化や新た
なビジネス機会の創出等に寄与していきます。
　そのため、次世代ネットワークをオープンなネットワークとすることによ
り、ＮＴＴグループ以外の様々なプレイヤーが次世代ネットワークを利用して
多彩なサービスやビジネスモデルを開拓・展開できるようにするとともに、こ
れらのプレイヤーの方々と様々な形態でのアライアンスを積極的に推進してい
く考えです。このような取り組みにより、我が国が直面する少子高齢化、介
護・医療問題、雇用のミスマッチ、防犯・防災、エネルギー・環境問題等の社
会的課題を克服し、活力ある高齢化社会を実現するためのｅ-Ｊａｐａｎ戦
略、ｕ-Ｊａｐａｎ政策の実現に貢献していきます。

I. 情報通信市場の動向　－ この１年の変化

（１）固定系ブロードバンド市場での光アクセスの普及拡大とアプリケーショ
ンの充実

　固定系ブロードバンドアクセスサービス（ＡＤＳＬ、光、ＣＡＴＶ）は
引き続き普及拡大しており、本年度第１四半期末で契約数が２，０６０万
に達しました。特に、光アクセスサービスは昨年度第４四半期以降、純増
数がＡＤＳＬを上回るなど普及拡大が加速化し、本年度第１四半期末の契
約数が３４０万を超えました。
　また、光アクセスを利用した光ＩＰ電話、動画映像の配信、ＴＶ電話等
の双方向映像コミュニケーション等のアプリケーションが普及拡大してい
ます。



（２）移動系における第三世代へのマイグレーションとアプリケーションの充
実

　移動系については、ＰＨＳを含む市場全体の契約数が９，３００万（本
年９月末）に達していますが、第二世代から第三世代携帯電話への移行が
加速化しており、第三世代携帯電話の契約数は３，８００万（本年９月
末）を超えました。
　また、第三世代への移行に伴い、モバイルインターネットはもとより映
像・音楽配信、映像コミュニケーション（ＴＶ電話）等のブロードバンド
通信の拡大、さらには小額決済（おサイフケータイ）等の携帯電話機の多
機能化が進み、単なる情報通信手段の枠を超えた多様なアプリケーション
が開発・提供されています。

（３）サービス融合の本格化
　ＩＰ化に伴うサービスの融合化が進展し、通信事業者、ＣＡＴＶ事業者
によるブロードバンドサービスは、インターネットアクセス／電話／映像
配信のトリプルプレイサービスが主軸になっています。
　また、各通信事業者が法人向けの固定・移動の情報通信端末機器の一体
化（Ｏｎｅ　Ｐｈｏｎｅ化）をベースとした通信システムの提供、ＰＤＡ
（Personal Digital Assistance）タイプの端末を利用して社内情報システム等
へのセキュアなリモートアクセスが可能なサービスの提供、固定・移動間
でのＴＶ電話サービスの提供等のＦＭＣ（Fixed-Mobile Convergence：固
定・移動の融合）が進展しており、また韓国においてモバイルＷｉＭＡＸ
（ＷｉＢｒｏ）の早期商用化の準備が進められる等ＷｉＭＡＸ関連の新た
な技術開発が行われることにより、さらなる固定・移動の融合化が進展す
ることが確実視されています。
　さらには、通信事業者によるＩＰベースの多チャンネルＴＶ放送や地上
波テレビ局によるインターネット配信等により、通信・放送のサービス融
合が進展するなどあらゆる面でサービスの融合化が進展しています。

（４）ブロードバンド化が進展する中での新たなビジネスの展開
　ブロードバンド化が進展する中で、最近の新たな動きとして、個々人の
参加によるネット上の新たなコミュニティの形成を通じたビジネスが創造
されており、急激なブログの利用拡大（本年９月末、４７３万登録）に伴
うブログ検索ビジネス、アフィリエイトプログラム（注１）やＳＮＳ（ソー
シャルネットワークキングサイト）（注２）による広告ビジネスの拡大等が
進展していますが、今後とも新たなビジネスの創出が予想されています。
   （注） 1.  Webサイトやメールマガジンに広告を掲載し、訪問者がその広告を経由して商品

を購入する等の成果が発生すれば成果報酬を得られるシステム
  2. 参加者が互いに友人を紹介し合い、新たな友人関係を築いていくことを目的に

開設されたコミュニティ型のWebサイト



（５）ＩＰ化の進展に伴う市場・競争構造の変化
　ＩＰ化の進展に伴い、国内外の通信事業者が固定／移動、通信／放送の
サービスの融合化に対応するために合従連衡を行うなどネットワーク・事
業構造の変革を進めており、また、ＩＰ網を利用した多彩なコンテンツや
アプリケーションを提供する事業者が出現するなど、新たなビジネスモデ
ルの展開が進行しています。
　また、移動体通信における４ＧやＷｉＭＡＸ等のワイヤレスブロードバ
ンドシステムの標準化やＩＰｖ６の標準化等にあたって、海外キャリア等
がＩＰ時代における国際競争力の強化を目指して積極的な活動を行ってい
ます。
このように、国内外における情報通信の市場・競争構造は急激に変
化しています。

II. 中期経営戦略の推進に向けた取り組み

１．次世代ネットワークの構築

（１）基本コンセプト
　ＮＴＴグループは、光アクセスとブロードバンド無線アクセスによる県
内／県間、東日本／西日本、固定／移動のＩＰベースのシームレスなサー
ビスの提供を、現行法の枠組みの下で公正競争条件を確保しつつ、グルー
プ各社の連携により可能とする効率的で柔軟な次世代ネットワークを構築
します。この次世代ネットワークにより、ブロードバンドインターネット
アクセス／ＩＰ電話／映像配信用マルチキャスト通信／双方向映像（デー
タ）コミュニケーション／イーサネットサービス等を提供していきます。
   （注）なお、現在の専用線サービスについては、極力、次世代ネットワークのイーサネッ

トサービスにより対応していきますが、特別な品質が求められる専用線ニーズにつ
いては、波長多重レベルでのネットワーク共用により専用線サービスノードを設置
して対応していきます。また、符号品目等の特殊な利用形態の専用線サービスにつ
いては、サービス品目を統合・整理する方向で検討していきます。

　次世代ネットワークでは、輻輳時のトラヒックや不正トラヒックの制御
機能、サイバーテロや自然災害等の物理的打撃への対応力を具備するとと
もに、各種サービスに応じた品質、帯域を確保することにより、既存の固
定電話網とＩＰネットワークの特長を兼ね備えた安心・安全・便利なサー
ビスの提供を目指します。
　この次世代ネットワークは、技術革新やサービスの高度化・多様化に対
応できるようレイヤ構造モデルを採用することとしています。また、次世
代ネットワークとアプリケーション・マネージメントシステムとの間で、
セキュリティの確保など一定の条件の下でインターフェースを開示するこ
とにより、ＡＳＰ（アプリケーションサービスプロバイダ）や映像配信事
業者等の様々なプレイヤーが次世代ネットワークを活用して多彩なアプリ



ケーションサービスを提供できるようにしていきます。なお、次世代ネッ
トワークにおけるサービス制御機能は、ＩＴＵ（国際電気通信連合）で標
準化が進められている次世代ネットワークのレイヤ構造モデルに対応した
ＩＭＳ（IP Multimedia Subsystem）に準拠するものです。
　次世代ネットワークは、ＩＳＰを含む他社ＩＰネットワーク等とのコネ
クティビティ（相互接続性）を確保したオープンなネットワークとしてい
きます。具体的には、音声通信のコネクティビティは現行どおり確保する
とともに、音声通信以外の映像コミュニケーション等についても、今後、
サービスの普及状況、品質等に関する社会的コンセンサスの形成状況を見
極めつつ、政府・通信事業者等によるコネクティビティを確保するための
取り組みに積極的に参画していく考えです。
   （注）ご家庭やオフィス内での宅内環境についても、光アウトレット（差込口）の設置や

曲げに強い光コードの提供によるＤＩＹ（Do It Yourself）化による利便性の向上を
図っていきます。

（２）次世代ネットワークの構築に向けたロードマップ
　現に光アクセスの需要が急激に拡大しており、さらに２００８年度に
は、北京オリンピック等による映像系サービスの普及拡大や地上デジタル
放送のＨＤ（ハイビジョン）規格でのＩＰ再送信の開始が予定されてお
り、早期の次世代ネットワークの構築が必要です。なお、米国では連邦政
府が２００８年度にＩＰｖ６に対応したネットワークの構築を予定してい
ます。
　このような状況を踏まえ、ＮＴＴグループは２００６年度下期からフィ
ールドトライアルを開始するとともに、固定系については、ＮＴＴ東日
本・ＮＴＴ西日本のＩＰ網に中継ノードや光波長伝送装置を導入して次世
代ネットワーク中継系の構築に着手します。それに引き続き、２００７年
度下期からエッジノード及びサービス制御機能の導入を開始し、次世代ネ
ットワークによるサービスの本格提供を開始します。その場合、次世代ネ
ットワークの中継ノードに収容される既存のユーザノードと新エッジノー
ドが当面併存することになりますが、順次新エッジノードに置き換えてい
く方法でオーバーレイ的に展開していく考えです。
　移動系とのシームレス化については、ＮＴＴドコモグループによるスー
パー３Ｇの導入を契機とした移動網用エッジノードの導入及びＡＴＭ網
（音声）のＩＰ化に合わせて実現していく考えです。
　なお、次世代ネットワークと既存の固定電話網の併存による非効率性を
解消するための具体的な取り扱いについては、光アクセスによる次世代ネ
ットワークの需要動向を踏まえて２０１０年度までに策定します。

（３）フィールドトライアルの概要
　新エッジノードの開発完了に先立ち、本格的な商用化に向けた技術確認
を行うためのフィールドトライアルを２００６年度下期から開始します。



フィールドトライアルでは、提供エリアやトライアル対象ユーザは限定し
ますが（年度内に決定予定）、早期の商用化を実現するためインターネッ
トアクセス、ＩＰ電話、映像配信、ＦＭＣサービス、法人向けソリューシ
ョンサービスなどを準備が整い次第、順次、サービス追加していく予定で
す。技術確認を行う対象は、音声からハイビジョンクラスの高精細映像通
信までの動的制御によるエンド・トゥ・エンド品質制御機能、大規模高精
細映像配信を実現するＩＰマルチキャスト機能、安心・安全・便利なサー
ビスを実現する不正アクセス防止等セキュリティ機能、多様なサービスを
経済的・効率的に統合しサービス融合を実現する多重統合化技術、固定・
移動連携機能、アプリケーション連携等オープンなコネクティビティ機能
等とします。
　フィールドトライアルの実施にあたっては、情報家電メーカやＡＳＰと
の連携、他キャリアやＩＳＰへのインターフェースの開示を行う予定で
す。

２．ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開

　グループ内リソースの有効活用により事業効率の向上を図るとともに、現行
法の枠内で公正競争条件を確保しつつ、サービス・技術の融合化に対応するこ
とにより、ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開を積極的に推進してい
きます。
　そのため、ネットワークサービス／上位レイヤサービス／法人サービスのサ
ービス毎に各社の役割分担を明確化するとともに、グループ内の連携の強化、
他社との積極的なアライアンスを推進していきます。
　また、持株会社は、国内はもとより国際における他社との戦略的アライアン
スを含む総合的なグループ戦略機能を強化していきます。

（１）ネットワークサービス
　次世代ネットワークについてはＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本・ＮＴＴド
コモグループが構築し、固定（県内／県間、東日本／西日本）／移動のＩ
Ｐベースのシームレスなサービスを提供していきます。また、ＮＴＴコミ
ュニケーションズは、法人のお客さま等にソリューションを含めたワンス
トップなサービスを提供していきます。
　なお、固定電話網サービス等については、現行どおりＮＴＴ東日本・Ｎ
ＴＴ西日本とＮＴＴコミュニケーションズが、基本的に県内／県間／国際
を分担して提供していきます。

i） 固定系
　光サービス（Ｂフレッツサービス）は最近における需要の急増により
本年９月までに既に２３０万のお客さまにご利用いただいていますが、
次世代ネットワークによるサービスの高度化・多様化・高信頼化により



普及拡大をさらに加速化し、２０１０年度には３，０００万のお客さま
にご利用いただくことを目指します。
　具体的には、より高速・快適なブロードバンドインターネットアクセ
ス機能の提供、多チャンネル・複数番号サービス等ＩＰ電話ならではの
サービスの拡充、ＩＰセントレックス機能等の高付加価値機能の充実、
準定額制等の料金体系の多様化・フラット化の推進、ＴＶ電話をはじめ
とする高品質の双方向映像コミュニケーションサービスや大容量データ
の双方向通信サービスの充実、高品質のＶＯＤ（ビデオ・オン・デマン
ド）サービスやＩＰベースでのＴＶ放送サービスを可能とするための映
像配信用マルチキャスト通信機能の充実等を推進していきます。
　これらの光サービス展開にあたっては、他ＩＳＰ等とのアライアンス
をこれまで以上に推進していくことはもとより、最近における情報家電
の発展等を踏まえたユーザシステムとの連携が重要であり、広く情報家
電メーカ等とのアライアンスを進めていく考えです。

ii） 移動系
　ＮＴＴドコモグループは、高速・大容量データ通信を可能とするＨＳ
ＤＰＡ（High Speed Downlink Packet Access）やスーパー３Ｇサービスの
導入により、高速・快適な映像・音楽・テキストの配信サービスや映像
コミュニケーションサービスを提供するとともに、「生活ケータイ」を
キーワードとして、携帯端末への電子マネーやクレジットカード機能の
拡充に加え、ＧＰＳ（全地球測位システム）機能等を搭載することによ
り、生活のあらゆるシーンにおける携帯端末の利用方法の多様化を推進
していきます。

iii） ＦＭＣ（固定・移動融合）
　固定網の内線電話機と移動網の携帯電話機とを共用できるＷｉＦｉと
ＦＯＭＡとのデュアル接続機能をもつ一体型端末（Ｏｎｅ　Ｐｈｏｎ
ｅ）を個人のお客さま向けに提供するとともに、たとえば不応答時等に
固定・移動間で転送する機能の提供や料金のセット割引等をタイムリー
に展開できるよう準備を進めていきます。
　さらには、次世代ネットワークの導入によって、ＷｉＦｉやＷｉＭＡ
Ｘなどのブロードバンド無線技術と組み合わせた、より高度で柔軟な固
定・移動間のシームレスな通信サービスを提供していきます。

（２）上位レイヤサービス（インターネット接続・ポータルサービス等）
　現在グループ各社が提供しているインターネット接続、ＩＰ電話（０５
０）、映像配信（プラットフォーム・コンテンツ提供）、ポータルサービ
スについては、事業主体を一体化することにより、設備・オペレーション
を統合するとともにコンテンツ調達の一元化を図ること等によって事業の
効率化を推進していきます。また、これらの事業を垂直的に統合すること



により、上位レイヤサービスの柔軟な組み合わせによるパッケージ化・ポ
イント制の共通化等による新たなビジネスモデルの構築を推進していきま
す。さらに、これら事業の統合によってＮＴＴグループとのアライアンス
を希望される他社への窓口機能を一元化・明確化することにより、これま
で以上に積極的な他社とのアライアンスを通じて、広告ビジネス・ＥＣ
（電子商取引）・マイクロペイメントを含む決済ビジネス等の新たなビジ
ネスの展開を推進していきます。
　このため、来夏を目途に、ＮＴＴレゾナントとＮＴＴコミュニケーショ
ンズを事業統合するとともに、グループ全体の固定系の上位レイヤサービ
スをＮＴＴコミュニケーションズに移行します。その際、お客さまに円滑
に移行していただけるよう、設備・オペレーションの統合等は段階的に実
施します。

（３）法人サービス
　法人サービスについては、法人のお客さまへの一元的対応、固定・移動
のトータルソリューションの強化、ネットワークとソフト・情報システム
のト－タルソリューションの強化を図るとともに、他社とのアライアンス
の一層の推進による新たな事業展開を図っていきます。
　また、今後拡大が見込まれるＯＳＳ（オープンソースソフトウェア）を
利用したソリューションを強化するため、グループ各社に分散しているＯ
ＳＳ関連業務を統合して、システム開発から運用までの一元的なサポート
体制を構築するとともに、戦略ソフトウェアの開発力を強化していきま
す。さらに、決済手段の多様化の進展や個人認証のためのＩＣカード利用
等のアプリケーションの拡大に対応して、ＩＣカードによる個人認証技術
や暗号化技術を活用したカードソリューションを強化していきます。
　このため、来夏を目途に、グループ内でのお客さまアカウント体制を見
直し、ネットワークソリューションを含めた対応を、原則としてＮＴＴコ
ミュニケーションズが行うこととします。また、お客さまのＦＭＣニーズ
の高まりに対応するため、ＮＴＴコミュニケーションズとＮＴＴドコモグ
ループとの連携を強化していきます。なお、地域密着型のお客さまについ
ては、ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本が引き続き担当していきます。
　法人のお客さまのソフト・情報システムソリューションについては、Ｎ
ＴＴコミュニケーションズやグループ内のソフト事業会社との連携を強化
しつつ、ＮＴＴデータが中心となって対応していきます。

（４）通信・放送融合
　通信・放送融合に積極的に対応することにより光サービスの普及拡大を
図るとともに、映像配信プラットフォームビジネスの充実、コンテンツホ
ルダーの方々とのアライアンスによるコンテンツ配信ビジネスの拡大を図
っていきます。
　地上デジタル放送のＩＰ方式による再送信に向けた制度改革の動向に合



わせ、２００５年度の総務省の調査研究に対応していくとともに、今後の
ＩＰ再送信のサービス開始に向けて、グループ内の映像配信プラットフォ
ームの統一化、技術規格策定への積極的な参画、ＴＶ端末メーカとのアラ
イアンス等を推進していきます。
　また、光ファイバを用いた有料多チャンネルＴＶサービスの販売運営会
社を放送事業者と共同設立することや、携帯受信機向け１セグ放送の開始
を契機とした新たな通信・放送融合サービスを地上波放送事業者との提携
により開拓する等、放送事業者とのアライアンスを推進していきます。ま
た、ＶＯＤサービスのコンテンツ充実等に向けて放送事業者等とのアライ
アンスを推進していきます。

（５）国際ビジネス
　国内・国際一体となったグローバルサービスへのニーズの高まりや競争
のグローバル化が進展する中、ＮＴＴグループは、これまで国内で展開し
てきたブロードバンド・ユビキタスサービスに関連するノウハウ・研究開
発成果等を活用して、関連機器メーカ等と連携しつつ、積極的に海外での
事業機会を創出していきます。また、我が国の国際競争力の強化に貢献す
る観点から、ＩＴＵやＷＳＩＳ（世界情報社会サミット）などの場を通じ
た国際標準化活動等に積極的に参画していきます。このため持株会社内に
国際室（仮称）を設置し、グループとしての国際事業戦略や国際標準化戦
略の立案、グループ各社の国際事業のコーディネーション等を行います。
　特に、北京オリンピック（２００８年）や上海万博（２０１０年）など
の有望な事業機会のある中国市場に対しては、中国政府及びキャリアに対
する統一的窓口として、ＮＴＴグループ代表事務所を北京に設置し、グル
ープ各社の現地法人等と連携したグループ一体的な取り組みを強化しま
す。

（６）お客さまへのワンストップサービス
　ＩＰ化に伴うサービスの多様化・融合化が進む中で、お客さまへのワン
ストップ性を確保するために、販売・工事・お客さまサポート・故障修理
等のあらゆる側面でグループ内外との連携を図り、お客さまの利便性の向
上を図っていきます。
　特に、お客さまからの要望が強いビリングサービスのグループ内一元化
については、法人のお客さまからの個別ニーズには既に対応しています
が、お客さまの利便性の向上の観点から個人のお客さまに対してもＷｅｂ
ビリングにおける固定・移動のシングルサインオン化を２００６年度上期
に実現するとともに、さらなるお客さまの利便性の向上策を検討していき
ます。なお、グループ各社が個別に提供している既存サービスについて料
金請求を完全に一本化することは大幅なシステム改造等が必要となること
から、次世代ネットワークの構築に合わせて、本格的な料金請求の一本化
を効率的に実現すべく取り組んでいきます。



（７）ｅ-Ｊａｐａｎ戦略、ｕ-Ｊａｐａｎ政策に沿った「安心・安全」な社会
等の実現に向けた取り組み

　ｅ-Ｊａｐａｎ戦略、ｕ-Ｊａｐａｎ政策の実現に貢献するため、ＩＣＴ
（情報通信技術）の活用により少子高齢化、介護・医療問題、雇用のミス
マッチ、防犯・防災、エネルギー・環境問題等の社会的課題の克服に積極
的に取り組んでいきます。
　具体的には、高齢化の進展に伴い、介護・医療が社会的課題として重要
性を増してきている中で、次世代ネットワークを用いた健康モニタリン
グ・映像問診による遠隔医療等の実現、医療システム相互間の情報流通に
向けた技術開発やシステムソリューションの提供等に取り組んでいきま
す。
　また、雇用のミスマッチの解消を図るため、個々人のニーズに応じた多
様な就労形態に対する需要が顕在化している中で、次世代ネットワークの
活用によるテレワーク、ＳＯＨＯ／在宅勤務を実現するとともに、求人・
求職情報の流通促進に向けて取り組んでいきます。
　新潟中越地震（２００４年１０月）等の発生や近年における犯罪発生件
数の増加により、社会的に防災・防犯の必要性が高まっている中で、これ
までも固定と無線の連携による総合力を活かしたネットワークの信頼性の
向上、災害時の通信途絶防止、サービスの早期復旧に取り組んできました
が、今後もこれらの取り組みを強化するとともに、次世代ネットワークを
ベースに情報家電等との連携によるホームセキュリティ、外出先からの監
視・ホームコントロール等のサービスの開発に取り組んでいきます。
　１９９７年に「京都議定書」が採択されるなど世界的に地球温暖化問題
への関心が高まるとともに、廃棄物の削減やリサイクルの推進を含めたエ
ネルギー・環境問題への取り組みが進められていますが、ＩＣＴを活用し
た省資源・省エネルギーの実現に貢献していきます。

　本資料に含まれる将来の予想に関する数値及び記述は、現時点における情報に基づき判断し
たものでありますが、今後、日本経済や情報通信業界の動向、新たなサービスや料金水準等に
より変動することがあり得ます。 
　従って、当社として、その確実性を保証するものではありません。
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